
３．宇宙基本計画
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宇宙基本計画の概要 （平成２５年１月宇宙開発戦略本部決定）

○今後１０年程度を視野に置いた平成２５年度からの５年計画。
○内閣府が宇宙政策の司令塔機能を担うとともに、独立行政法人宇宙航空研究開発機構(JAXA)は政府全体

の宇宙開発利用を技術で支える中核的な実施機関と位置付けられた。

○今後１０年程度を視野に置いた平成２５年度からの５年計画。
○内閣府が宇宙政策の司令塔機能を担うとともに、独立行政法人宇宙航空研究開発機構(JAXA)は政府全体

の宇宙開発利用を技術で支える中核的な実施機関と位置付けられた。

第１章 宇宙基本計画の位置付けと新たな宇宙開発利用の推進体制

《 宇宙利用の拡大 》
宇宙利用によって、産業、生活、行政の高度化及
び効率化、広義の安全保障の確保、経済の発展を
実現する。

第２章 宇宙開発利用の推進に関する基本的な方針

施策の重点化の考え方と３つの重点課題 ：

宇宙利用の拡大と自律性の確保に向けた取組に必要十分な資源を確保し、宇宙科学に一定規模の資源を充当した上で、
宇宙探査や有人宇宙活動等に資源を割り当てる。

「安全保障・防災」「産業振興」「宇宙科学等のフロンティア」の３つの課題に重点を置くとともに

科学技術力や産業基盤の維持、向上が重要。

《 我が国の宇宙開発利用に関する６つの基本理念 》

《 自律性の確保 》
民間需要獲得などにより産業基盤の維持、強化を図
ることで、我が国が自律的に宇宙活動を行う能力を
保持する。

宇宙の
平和的利用

国民生活
の向上等

産業の振興
人類社会
の発展

環境への配慮
国際協力等

の推進
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宇宙利用拡大と自律性確保を実現する４つの社会インフラ

D 宇宙輸送システム
○我が国が必要とする衛星等を必要な時に独力かつ効率的に打ち上げる能力を長期にわたり維持、
強化、発展するため、総合的検討を行い、必要な措置を講じる。

A 測位衛星
○２０１０年代後半を目途に準天頂衛星４機体制を整備（将来的には７機体制を目指す。）
○利用拡大と海外展開を推進（２０２０年代に市場規模４兆円を目指す。）
○次世代測位衛星技術の研究開発を推進

B リモートセンシング衛星
○継続的なデータ提供と撮像頻度の向上（１日１回以上の撮像）を実現する複数の衛星による
一体的な運用（コンステレーション）を推進（「ASEAN防災ネットワーク構築構想」）。アジアを中心
に毎年２機以上の海外受注を目指す。

○安全保障、災害対応上重要な情報収集衛星及び気象衛星は継続的に運用
○衛星データの利用拡大による産業・行政の高度化、効率化を実現(衛星データ市場１０００億円を目指す。)

C 通信・放送衛星
○我が国宇宙産業の国際競争力強化のための技術実証の推進(毎年３機以上の海外受注を目指す。)
○政府における安全保障・防災等必要な衛星通信インフラの確保（防衛省Ｘバンド衛星通信等）
○東日本大震災を踏まえた災害時の通信インフラ確保のための技術開発

第３章 宇宙開発利用に関し政府が総合的かつ計画的に実施すべき施策
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静止軌道

準天頂軌道

赤道面

○静止軌道
赤道面上にあり、高度約36,000kmの円軌道で、地球の自転と同期して約24時間で

1周する軌道。そのため、衛星は地上からは静止したように見える。

○準天頂軌道
静止軌道に対して軌道面を40～50度傾けた楕円軌道で、地球の自転と同期して
約24時間で1周する軌道。子午線（日本の場合は東経135度（明石市））の近傍上空を
南北に往復する。

■ 準天頂軌道衛星の地上軌跡
（衛星の地上直下点が描く軌跡）

日本

■ 静止軌道と準天頂軌道

（参考）準天頂衛星の整備
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【第１の機能】GPSの補完
○衛星測位の利用可能場所・時間の拡大

上空視界の限られた都市部を中心に改善が
図られる。

【第２の機能】GPSの補強
○衛星測位の精度及び信頼性の向上

GPSのみ：低精度(約10m),信頼性の保証が
ない

→GPS＋補強：高精度（2m/数cm）、信頼性の
確保

【第３の機能】安否確認・避難誘導
等機能

○簡易メッセージ送信機能

○メッセージ通信機能

①高度な機器やサービスの市場の創
出と我が国の幅広い産業の競争力
強化に資する。（日本とアジア地域に
おける2020年の経済効果：約４兆円）

②測位、ナビゲーション及び時刻参照
の分野における産業、生活、行政の
高度化・効率化に寄与する。

③アジア・オセアニア地域にも左記の
機能が展開可能であることから当該
地域への貢献と我が国の国際プレゼ
ンスの向上に寄与する。

④測位衛星分野における日米協力の
強化。

⑤発災直後の安否確認・避難誘導、救
援・被災地状況の把握、復旧・復興等
の各段階において、我が国の災害対
応能力の向上等広義の安全保障に
資する。

（参考）準天頂衛星システムの機能と意義
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○測位衛星の補完機能(測位可能時間の拡大）、測位の精度
や信頼性を向上させる補強機能やメッセージ機能等を有す
る実用準天頂衛星システムを開発・整備します。

○「実用準天頂衛星システム事業の推進の基本的な考え方」
（平成23年9月30日閣議決定）において、
①実用準天頂衛星システムの整備に可及的速やかに取り組
む
②2010年代後半を目途にまずは４機体制を整備し、将来的
には持続測位が可能となる７機体制を目指す
③実用準天頂衛星システムの開発・整備・運用は、準天頂
衛星初号機「みちびき」の成果を活用しつつ、内閣府が実

施することとしています。

準天頂衛星システムの開発・整備・運用
①衛星の開発・整備（平成24～28年度）／事業費約503億円
②地上システムの整備・運用（平成24～44年度）／事業費約1173億円（平成30年度より支出予定）

○準天頂衛星システムの開発・整備に着手。
・３機分の衛星の開発・整備は、国が直接実施。
（委託先：三菱電機(株)、５年間の国庫債務負担行為、
約５０３億円）
・地上システムの整備・運用は、民間資金を活用した

PFI事業として実施。
（実施者：準天頂衛星システムサービス(株)（SPC）、
２１年間の国庫債務負担行為、約１,１７３億円）

事業の目的・概要

スケジュール

準天頂衛星
システム

（衛星システム）

準天頂衛星
システム

（地上システム）

準天頂衛星システム利用者

GPS

××

民間による整備・運用

国による開発・
整備

運用（15年間予定）

2018年度
（平成30年度）

2012年度
（平成24年度）

準天頂衛星システムの仕様決定、事業着手

地上システムの整備宇宙（衛星）システムの整備

準天頂衛星システム（4機体制）の運用開始

事業の推進状況
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企業の利用促進を後押しする実験等の検討

20

国際標準化、規格化、共通化等の検討
高精度衛星測位
サービス利用促進

協議会（QBIC）

アジア・太平洋地域への海外展開等の検討

測位情報の可視化や必要な法規制等の検討

海外展開WG
（NTTデータ礒リーダ）

利用環境WG
（富士通青木リーダ）

標準化 WG
（セイコーエプソン林リーダ）

社会実証準備WG
（SPAC松岡リーダ）

企画運営委員会

（委員長 SPAC中島務）

事務局（SPAC）

オブザーバー
（官公庁等）

QZSS利用促進活動に
関わる団体・組織

団体・組織B

イベント関係
QZSセッション＆デモ

・G空間EXPO2013
・ITS世界会議

等

団体・組織A

団体・組織C

団体・組織Z

…

連携

アドバイザー
（学識経験者等）

※オブザーバー（官公庁等）：内閣官房、内閣府宇宙戦略室、総務省、文部科学省、国土交通省、経済産業省、農林水産省、国土地理院、
宇宙航空研究開発機構、情報通信研究機構、電子航法研究所、産業技術総合研究所、農業・食品産業技術総合研
究機構 等

会長
（東芝取締役会長

西田厚聰）

諮問委員会
（民間企業役員等）

企業・団体登録数
202

（2013.9.6現在）
※会員を募り順次

拡大中

（参考）高精度衛星測位サービス利用促進協議会の体制
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（参考）種子島・屋久島ランドマーク実証実験



新興国での需要拡大を背景に、世界のﾘﾓｰﾄｾ
ﾝｼﾝｸﾞ衛星画像市場は今後１０年で４倍に急拡
大 （現在の1000億円から2020年に4000億円
市場に）。
防災等のためのﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ衛星の最適な構

成を検討し複数機を一体的に整備・運用（日
本再興戦略）。 政府開発援助（ODA）の活用
やトップセールス等により、宇宙システムの海
外展開を推進（ｲﾝﾌﾗｼｽﾃﾑ輸出戦略）。 アジ
アを中心に毎年２機以上のﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ衛星
の受注、衛星画像の売上1000億円を目指す
（宇宙基本計画）。

広域災害監視衛星ネットワークの整備による防災・災害対策、海洋監視等への貢献

海洋監視における日米協力強化に関し
我が国には政府・民生の「両用衛星」が不在

米

独

仏

日本

情報収集用途の政府専用衛星 政府・民生の両用衛星

KeyHole等
SAR‐Lupe
Helios

情報収集衛星

Geo Eye (Digital Globe社) 等

Rapid Eye (Rapid Eye社) 等

SPOT (Spot Imarge社) 等

な し

ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ衛星は多様な用途に利用可能

防災・災害状況把握

国土・農地・森林管理

地図の作成・更新

海洋監視安全保障

資源開発

米国は海洋監視・安保協力を重要課題と認識

米国は海洋監視（MDA）を今後の日
米宇宙協力の重要課題と認識（日
米宇宙包括対話：平成２５年３月）。

米国の厳しい財政事情を背景とし
て、安全保障や民生利用に資する
宇宙インフラのアセット・シェアリング
を同盟国である日本に期待。

米側も、我が国の広域災害監視衛
星ﾈｯﾄﾜｰｸ構想を支持。

〔準天頂衛星システム〕

米側はＧＰＳと準天頂衛星による協力に関
心（日米宇宙包括対話）

〔宇宙状況監視（ＳＳＡ）〕

平成２５年５月に日米で宇宙状況監視協力
に係る取極を締結。

衛星等に接近する衝突物に関する詳細情
報等の獲得のためのインフラにつき、既存
の施設の活用を含め、日本の貢献を期待。

広域災害監視等に貢献する両用衛星複数機を一体的に整備

世界の商業船舶の主要航路

光学

光学

レーダ

レーダ

光学

光学

レーダ

レーダ

中緯度軌道衛星は主要航路を網羅

光学衛星とﾚｰﾀﾞ衛星の複数機を一体的に
整備・運用（ｺﾝｽﾃﾚｰｼｮﾝ）し、防災・災害
対策、海洋監視等を強化し、日米安全保
障関係を強化。ASEAN諸国等に対しても
高度な衛星ﾃﾞｰﾀ・ｻｰﾋﾞｽを提供。

２０１１年７月、日・ＡＳＥＡＮ外相会議にて、ＡＳＥＡ
Ｎ全体の防災能力強化に向けた広域的かつ包括
的な構想である「ＡＳＥＡＮ防災ネットワーク構築構
想」を提案。

我が国が複数の衛星システムを先導的に整備し、
ASEAN諸国等とも連携しつつ、我が国及び相手国
の災害対応能力を強化。

ASEAN諸国等に衛星を提供するとともに人材育成
を行い、相手国の産業創出にも貢献。

我が国ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ衛星の現状と課題 今後の施策の方向性

複数機のﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ衛星を一体的に整備・運用（ｺﾝｽﾃﾚｰｼｮﾝ）し、防災・災害対策、海洋監視等を強化し、日米安全保障関係を強化。

我が国が複数の衛星システムを先導的に整備し、ASEAN諸国等とも連携しつつ、我が国及び相手国の災害対応能力を強化。ASEAN防災ﾈｯﾄﾜｰｸ構築
構想に貢献。

広域災害監視衛星ネットワーク

宇宙産業のすそ野拡大やASEAN諸国の防災力強化に貢献

宇宙アセットシェアリングの例

「ASEAN防災ﾈｯﾄﾜｰｸ構築構想」に貢献
ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ衛星市場を開拓し

産業のすそ野を拡大
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〇新たな基幹ロケット

我が国の新たな基幹ロケット開発については、宇宙輸送システム部会で中間取りまとめを策

定し、第１５回宇宙政策委員会（平成２５年５月３０日）において以下の通り了承された。

「輸送系の全体像を明らかにし、我が国の総合力を結集して、新型基幹ロケットの開発に着

手する」

〇中長期的な観点からの宇宙輸送システムの在り方に係る総合的検討（長
期ビジョン）

・宇宙輸送システム長期ビジョンワーキンググループ会合を開催（内閣府宇宙戦略室による

調査）し、宇宙輸送システムの長期ビジョンの素案を作成。その素案を基に宇宙輸送システ

ム部会で審議。

（参考）宇宙輸送システムについて


